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２０２１年７月 

 

ビジネス著作権検定® 公式テキスト[初級・上級]第２版 改訂内容のご案内 

『ビジネス著作権検定® 公式テキスト[初級・上級]第２版（初版発行：２０１９年７月１１日）』の記載内容のうち、以下の法改
正に伴い、変更になった箇所があります。詳しくは、＜改訂内容対応表＞にまとめましたので、内容を置き換えて学習をして
ください。 
 
・２０２０年４月１日施行「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」に伴う著作権法改正 
・２０２０年４月２８日施行「著作権法の一部を改正する法律」 
・２０２１年１月１日施行「著作権法及びプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律の一部を改正する法律」に伴う著
作権法改正 

 

※なお、詳細は文化庁サイト（https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/index.html）をご確認ください。 

※（対応表の行数の数え方について) タイトル、見出し行および空き行は数えないものとします。 

※２０２０年３月付の「ビジネス著作権検定® 公式テキスト[初級・上級]第２版 改訂内容のご案内」と併せてご確認ください。 

 

 

＜改訂内容対応表＞ 

 

該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第１章 ｐ．２０ 

表内 

意匠権 

対象 存続期間 

意匠（デザイン） 
登録から２５年 
（意匠法２１条） 

 

意匠権 

対象 存続期間 

意匠（デザイン） 
登録から２０年 
（意匠法２１条） 

 

第４章 ｐ．５８ 

２行目～ 

なされる場合がある。すなわち、「名誉声望を害
する方法により著作物を利用する行為」について
は侵害とみなされ（法１１３条１１項）、著作者人格
権侵害となる。 

なされる場合がある。すなわち、「名誉声望を害
する方法により著作物を利用する行為」について
は侵害とみなされ（法１１３条７項）、著作者人格権
侵害となる。 

第４章 ｐ．６５ 

１１行目～ 

ただ、著作者人格権侵害に特有なみなし侵害
として「名誉・声望を害する著作物の利用」行為が
ある（法１１３条１１項）。 

ただ、著作者人格権侵害に特有なみなし侵害
として「名誉・声望を害する著作物の利用」行為が
ある（法１１３条７項）。 

第５章 ｐ．８４ 

２３行目～ 

なお、学校その他の教育機関における口述
（法３５条３項）や非営利無償の口述（法３８条１
項）については口述権が制限されるが、詳細は第
６章の「著作権の制限」を参照されたい。 

なお、学校その他の教育機関における口述
（法３５条２項）や非営利無償の口述（法３８条１
項）については口述権が制限されるが、詳細は第
６章の「著作権の制限」を参照されたい。 

第５章 ｐ．８９ 

９行目～ 

複製物を譲渡する場合、複製物の作成者がこ
れを譲渡することがあるが、他人の著作物を許諾
なく複製し公衆に譲渡した場合、原則として複製
権と譲渡権の二つの権利を侵害することとなる。
なお、その複製が許諾を得た適法な場合や第６
章で解説する権利制限規定に該当する場合で
あっても、譲渡について許諾を得ていない場合
は、譲渡権の侵害となる場合もある（法４７条の７
ただし書き）。 

複製物を譲渡する場合、複製物の作成者がこ
れを譲渡することがあるが、他人の著作物を許諾
なく複製し公衆に譲渡した場合、原則として複製
権と譲渡権の二つの権利を侵害することとなる。
なお、その複製が許諾を得た適法な場合や第６
章で解説する権利制限規定に該当する場合で
あっても、譲渡について許諾を得ていない場合
は、譲渡権の侵害となる場合もある（法４７条の１０
ただし書き）。 

第５章 ｐ．９２ 

２０行目～ 

もっとも、国外で適法に譲渡（頒布）されたレ
コードが、国内に輸入されて譲渡（頒布）された場
合譲渡権が及ばないため、このような還流レコー
ドに関しては、譲渡権の消尽が制限されている
（法１１３条１０項）。 

もっとも、国外で適法に譲渡（頒布）されたレ
コードが、国内に輸入されて譲渡（頒布）された場
合譲渡権が及ばないため、このような還流レコー
ドに関しては、譲渡権の消尽が制限されている
（法１１３条６項）。 

第６章 ｐ．１０２ 

８行目～ 

③著作権を侵害する自動公衆送信を受信して行
うデジタル方式の録音または録画（特定侵害録
音録画）を、特定侵害録音録画であることを知
りながら行う場合 

④著作権を侵害する自動公衆送信を受信して行
うデジタル方式の複製（録音・録画を除く。）（特
定侵害複製）を、特定侵害複製であることを知
りながら行う場合 

③著作権を侵害する自動公衆送信を受信して行
うデジタル方式の録音または録画を、その事実
を知りながら行う場合 

 
④（新設） 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第６章 ｐ．１０３ 

２１行目～ 

私的使用のための複製が認められない場合と
して、４つの場合が規定されているが、その第一
は、公衆の使用に供することを目的として設置さ
れている自動複製機器を用いて複製する場合で
ある（法３０条１項１号）。 

私的使用のための複製が認められない場合と
して、３つの場合が規定されているが、その第一
は、公衆の使用に供することを目的として設置さ
れている自動複製機器を用いて複製する場合で
ある（法３０条１項１号）。 

第６章 ｐ．１０４ 

２５行目～ 

私的使用のための複製が認められない場合の
第三は、著作権を侵害する自動公衆送信を受信
して行うデジタル方式の録音または録画（特定侵
害録音録画）を、特定侵害録音録画であることを
知りながら行う場合である（法３０条１項３号）。 

私的使用のための複製が認められない場合の
第三は、著作権を侵害する自動公衆送信を受信
して行うデジタル方式の録音または録画を、その
事実を知りながら行う場合である（法３０条１項３
号）。 

第６章 ｐ．１０５ 

３行目～ 

私的使用のための複製が認められない場合の
第四は、著作権を侵害する自動公衆送信を受信
して行うデジタル方式の複製（録音・録画を除
く。）（特定侵害複製）を、特定侵害複製であること
を知りながら行う場合である（法３０条１項４号）。 
これは、違法にアップロードされた著作物のダ

ウンロード規制の対象を、これまでの音楽・映像
（録音・録画）から著作物全般（漫画・書籍・論文・
コンピュータプログラムなど）に拡大するため、令
和２年の著作権法改正で追加された規定である。 
もっとも、規制の拡大により国民の情報収集等

を過度に萎縮させないよう、①漫画の１コマ～数
コマなどの「軽微なもの」や、②二次創作・パロ
ディや、③「著作権者の利益を不当に害しないと
認められる特別な事情がある場合」のダウンロー
ドは規制対象外とされている。 

（新設） 

第６章 ｐ．１０５ 

１３行目～ 

私的使用を目的として、デジタル方式の録音ま
たは録画の機能を有する機器により、記録媒体に
録音または録画を行う者は、相当な額の補償金を
著作権者に支払わなければならない（法３０条３
項）。 
なお、この補償金は、著作権者に支払うとされ

ているが、かかる補償金（私的録音録画補償金）
を受ける権利を有する者のために権利を行使す
る団体（指定管理団体）があるときは、その指定管
理団体によって権利が行使される（法１０４条の
２）。また、録音または録画を行う者が支払うとされ
ているが、法３０条３項の政令で定める機器または
記憶媒体を購入する者は、請求があった場合は、
購入にあたり私的録音録画補償金を支払う必要
がある（法１０４条の４）。 

私的使用を目的として、デジタル方式の録音ま
たは録画の機能を有する機器により、記録媒体に
録音または録画を行う者は、相当な額の補償金を
著作権者に支払わなければならない（法３０条２
項）。 
なお、この補償金は、著作権者に支払うとされ

ているが、かかる補償金（私的録音録画補償金）
を受ける権利を有する者のために権利を行使す
る団体（指定管理団体）があるときは、その指定管
理団体によって権利が行使される（法１０４条の
２）。また、録音または録画を行う者が支払うとされ
ているが、法３０条２項の政令で定める機器または
記憶媒体を購入する者は、請求があった場合は、
購入にあたり私的録音録画補償金を支払う必要
がある（法１０４条の４）。 

第６章 ｐ．１０７ 

１７行目～ 

かかる法３１条１項１号の利用が認められる場
合は、著作物を翻訳して利用することができる（法
４７条の６第１項２号）。 

かかる法３１条１項１号の利用が認められる場
合は、著作物を翻訳して利用することができる（法
４７条の６第１項３号）。 

第６章 ｐ．１１４ 

１８行目～ 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項２号）、出所を明示す
る慣行があるときは、出所明示義務を負う（法４８
条１項３号）。 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項３号）、出所を明示す
る慣行があるときは、出所明示義務を負う（法４８
条１項３号）。 

第６章 ｐ．１１６ 

２８行目～ 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項２号）、また、出所を明
示して利用する必要がある（法４８条１項１号及び
３号）。 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項３号）、また、出所を明
示して利用する必要がある（法４８条１項１号及び
３号）。 

第６章 ｐ．１２０ 

８行目～ 

本条１項の利用にあたっては、翻訳して利用す
ることができ（法４７条の６第１項２号）、出所明示
義務がある（法４８条１項２号）。 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項３号）、出所明示義務
必要がある（法４８条１項２号）。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第６章 ｐ．１２１ 

３行目～ 

本条２項の利用にあたっては、翻訳して利用す
ることができ（法４７条の６第１項２号）、本条１項及
び２項により利用にあたっては、出所明示義務が
ある（法４８条１項２号）。 

本条２項の利用にあたっては、翻訳して利用す
ることができ（法４７条の６第１項３号）、本条１項及
び２項により利用にあたっては、出所明示義務が
ある（法４８条１項２号）。 

第６章 ｐ．１２１ 

９行目～ 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項２号）、出所を明示す
る慣行があるとき、出所明示義務がある（法４８条
１項３号）。また、目的外の頒布については複製と
みなされる（法４９条１項１号）。 

本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ
とができ（法４７条の６第１項３号）、出所を明示す
る慣行があるとき、出所明示義務がある（法４８条
１項３号）。また、目的外の頒布については複製と
みなされる（法４９条１項１号）。 

第６章 ｐ．１２１ 

２１行目～ 

②行政庁の行う種苗法に基づく種苗の審査に関
する手続 
③行政庁の行う地理的表示法（特定農林水産物
等の名称の保護に関する法律）に基づく地理的
表示の審査に関する手続 
④行政庁もしくは独立行政法人の行う薬事に関
する審査などに関する手続 
⑤①から④に類するものとして政令で定める手続 
本条１項の利用にあたっては、翻訳して利用す

ることができ（法４７条の６第１項２号）、出所明示
義務がある（法４８条１項１号）。また、目的外の頒
布については複製とみなされる（法４９条１項１
号）。 

②（新設） 
 
③（新設） 
 
 
②行政庁もしくは独立行政法人の行う薬事に関
する審査などに関する手続き 
⑤（新設） 
本条の利用にあたっては、翻訳して利用するこ

とができ（法４７条の６第１項３号）、出所明示義務
がある（法４８条１項１号）。また、目的外の頒布に
ついては複製とみなされる（法４９条１項１号）。 

第６章 ｐ．１２２ 

２０行目～ 

ただし、当該実行に係る複製物の使用につき、法
１１３条５項のみなし侵害の規定が適用される場
合は、この限りでない（法４７条の３第１項）。 

ただし、当該実行に係る複製物の使用につき、法
１１３条２項のみなし侵害の規定が適用される場
合は、この限りでない（法４７条の３第１項）。 

第６章 ｐ．１２３ 

２６行目～ 

なお、令和２年の著作権法改正により、「付随対
象著作物の利用」（法３０条の２）の対象範囲が拡
大された。 

末尾に追加 

第６章 ｐ．１２４ 

１６行目～ 

「付随対象著作物の利用」（法３０条の２）は、写
真を撮影等するに当たって、その本来の対象とす
る事物等に付随して著作物（付随対象著作物）が
写真等の対象に入ってしまったとしても、利益を
得る目的や分離の困難性の程度等から正当な範
囲内であれば、付随対象著作物を利用すること
ができるというものである（同条２項）。また、付随
対象著作物は、撮影等した事物の利用に伴っ
て、その後も利用することができる（同条２項）。 

「付随対象著作物の利用」（法３０条の２）は、写
真の撮影等の方法によって著作物を創作するに
当たって、当該著作物（写真等著作物）に係る撮
影等の対象とする事物等から分離することが困難
なため、付随して対象となる他の著作物（付随対
象著作物）は、当該創作に伴って複製することが
できるというものである（同条１項）。また、複製さ
れた付随対象著作物は、写真等著作物の利用に
伴って利用することができる（同条２項）。 

第６章 ｐ．１２６ 

１０行目～ 

本条１項及び２項の利用にあたっては翻訳して
利用（法４７条の６第１項２号）、本条３項の利用に
あたっては翻訳・変形・翻案しての利用ができる
（法４７条の６第１項４号）。また、出所明示義務が
あり（法４８条１項１号及び２号）、目的外の頒布に
ついて複製とみなされる（法４９条１項１号）。 

本条１項及び２項の利用にあたっては翻訳して
利用（法４７条の６第１項３号）、本条３項の利用に
あたっては翻訳・変形・翻案しての利用ができる
（法４７条の６第１項５号）。また、出所明示義務が
あり（法４８条１項１号及び２号）、目的外の頒布に
ついて複製とみなされる（法４９条１項１号）。 

第６章 ｐ．１２６ 

２７行目～ 

私的使用を目的として、デジタル方式の録音ま
たは録画を行う者が著作権者に対して支払う私
的録音録画補償金（法３０条３項）に関しては、そ
の制度が、法１０４条の２から法１０４条の１０で規
定されている。 

私的使用を目的として、デジタル方式の録音ま
たは録画を行う者が著作権者に対して支払う私
的録音録画補償金（法３０条２項）に関しては、そ
の制度が、法１０４条の２から法１０４条の１０で規
定されている。 

第８章 ｐ．１４０ 

８行目～ 

利用権（第１項の許諾に係る著作物を前項の
規定により利用することができる権利をいう。）は、
著作権者の承諾を得ない限り、譲渡することがで
きない（法６３条３項）。 
利用権は、著作権が譲渡された場合でも、譲

受人である第三者に対抗することができる（法６３
条の２）。 

本条第１項の許諾に係る著作物を利用する権
利は、著作権者の承諾を得ない限り、譲渡するこ
とができない（法６３条３項）。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第９章 ｐ．１４５ 

１行目～ 

また、無名または変名の著作物について実名
の登録があった場合は、保護期間が延長される
効果があるため、実名登録があったときは、公示
のために、その旨がインターネットの利用その他
の適切な方法により公表される（法７８条３項）。 

また、無名または変名の著作物について実名
の登録があった場合は、保護期間が延長される
効果があるため、実名登録があったときは、公示
のために、その旨が官報で告示される（法７８条３
項）。 

第１１章 ｐ．１６７ 

１８行目～ 

③リーチサイト・リーチアプリによる侵害著作物等
の利用容易化行為 
 公衆を侵害コンテンツに殊更に誘導すると認め
られるウェブサイト・アプリや、主として公衆による
侵害コンテンツの利用のために用いられると認め
られるウェブサイト・アプリ（リーチサイト・リーチア
プリ）を提供する行為は、侵害行為とみなされる
（法１１３条２項）。 
 また、リーチサイト運営者やリーチアプリ提供者
がリンク提供を放置する行為も、侵害行為とみな
される（法１１３条３項）。 
 これら規定は、インターネット上の海賊版対策を
強化するため、令和２年の著作権法改正で追加
された。 

③（新設） 
 

第１１章 ｐ．１６７ 

１８行目～ 

④違法プログラムの業務上使用行為 
プログラムの著作物について、著作権侵害行

為によって作成された複製物（いわゆる許諾なく
コピーされたソフトウェアがその典型）を、その使
用権限を取得した時点で情を知って業務上使用
する行為（法１１３条５項）である。 

③違法プログラムの業務上使用行為 
プログラムの著作物について、著作権侵害行

為によって作成された複製物（いわゆる許諾なく
コピーされたソフトウェアがその典型）を、その使
用権限を取得した時点で情を知って業務上使用
する行為（法１１３条２項）である。 

第１１章 ｐ．１６８ 

５行目～ 

⑤技術的利用制限手段の回避 
技術的利用制限手段により制限されている著

作物等の視聴を制限手段の効果を妨げることに
より可能とする行為である（法１１３条６項）。 

④技術的利用制限手段の回避 
技術的利用制限手段により制限されている著

作物等の視聴を制限手段の効果を妨げることに
より可能とする行為である（法１１３条３項）。 

第１１章 ｐ．１６８ 

１４行目～ 

⑥ライセンス認証を回避するための不正なシリア
ルコードの提供行為 
 ライセンス認証などを回避するための不正なシリ
アルコードを公衆に提供する行為は、侵害行為と
みなされる（法１１３条７項）。 
 かかる行為を規制するため、技術的保護手段、
技術的利用制限手段の定義において、「機器が
特定の反応をする信号を著作物、実演、レコード
若しくは放送若しくは有線放送に係る音若しくは
影像とともに記録媒体に記録」の部分が、単に
「機器が特定の反応をする信号を記録媒体に記
録」とされた（法２条１項２０号、２１号）。これは、Ｃ
Ｄ・ＤＶＤの場合、不正利用防止のための信号が
コンテンツとともに記録されていたが、コンピュー
タソフトウェアのライセンス認証の場合、不正利用
防止のための信号は、コンテンツとは別に送信・
記録されるものであるため、これに対応するため
である。 
 これら規定は、令和２年の著作権法改正で追加
された。 
⑦権利管理情報の改変 
権利管理情報として虚偽の情報を故意に付

加・除去・改変するなどの行為である（法１１３条８
項）。 

⑥（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤権利管理情報の改変 
権利管理情報として虚偽の情報を故意に付

加・除去・改変するなどの行為である（法１１３条４
項）。 

第１１章 ｐ．１６８ 

２２行目～ 

また、著作者人格権侵害に特有なみなし侵害とし
て「名誉・声望を害する著作物の利用」行為があ
る（法１１３条１１項。第４章３節「著作者人格権が
侵害された場合の対応」の項を参照）。 

また、著作者人格権侵害に特有なみなし侵害とし
て「名誉・声望を害する著作物の利用」行為があ
る（法１１３条７項。第４章３節「著作者人格権が侵
害された場合の対応」の項を参照）。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第１１章 ｐ．１７５ 

表内 ４行目 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

表内 ５行目 

（追加） 

 

 

 

 

 

表内 ４行目 

→６行目 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

侵害著作物等
利用容易化ウェ
ブサイト等の公
衆への提示 

５年以下の懲
役もしくは５０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条２項
４号） 

親告罪 

侵害著作物等
利用容易化プ
ログラムの公衆
への提供等 

５年以下の懲
役もしくは５０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条２項
５号） 

親告罪 

プログラムの違
法複製物を業
務上電子計算
機において使
用する行為 

５年以下の懲
役もしくは５０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条２項
６号） 

親告罪 

 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

（追加）   

（追加）   

プログラムの違
法複製物を業
務上電子計算
機において使
用する行為 

５年以下の懲
役もしくは５０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条２項
４号） 

親告罪 

 

第１１章 ｐ．１７５ 

表内 ６行目 

→８行目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内 ７行目 

→９行目 

（追加） 

 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

私的使用の目
的をもって、有
償著作物等の
著作権を侵害
する自動公衆
送信等を受信し
て行うデジタル
方式の録音また
は録画を、自ら
その事実を知り
ながらなす行為 ２年以下の懲

役もしくは２０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条３
項） 

親告罪 

私的使用の目
的をもって、有
償著作物の著
作権を侵害する
自動公衆送信
を受信して行う
デジタル方式の
複製（録音・録
画を除く。）を、
自らその事実を
知りながら継続
的又は反復して
なす行為 

親告罪 

 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

私的使用の目
的をもって、有
償著作物等の
著作権を侵害
する自動公衆
送信を受信して
行うデジタル方
式の録音または
録画を、自らそ
の事実を知りな
がらなす行為 
（いわゆる「違法
ダウンロード」） 

２年以下の懲
役もしくは２０
０万円以下の
罰金またはこ
れ ら の 併 科
（法１１９条３
項） 

親告罪 

（追加）   
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

第１１章 ｐ．１７５ 

表内 ９行目 

→１１行目 

（追加） 

 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

技術的保護手
段の回避もしく
は技術的利用
制限手段の回
避を行う専用装
置またはプログ
ラムを公衆へ提
供する行為、業
として前記回避
を行う行為 

３年以下の懲
役もしくは３０
０万円以下の
罰金またはこ
れらの併科
（法１２０条の
２） 

非親告罪 

侵害コンテンツ
へのリンクの提
供 

親告罪 

不正なシリアル
コードの提供等 

親告罪 

営利目的による
権利管理情報
の改変など 

親告罪 

営利を目的とし
て、国外頒布目
的商業用レコー
ドを情を知って
輸入し、国内に
おいて頒布し、
頒布目的で所
持し、著作権な
どを侵害する行
為とみなされる
行為 

親告罪 

 

 

 

対象となる行為 刑事罰の内容 親告罪(※) 

技術的保護手
段の回避もしく
は技術的利用
制限手段の回
避を行う専用装
置またはプログ
ラムを公衆へ提
供する行為、業
として前記回避
を行う行為 

３年以下の懲
役もしくは３０
０万円以下の
罰金またはこ
れらの併科
（法１２０条の
２） 

非親告罪 

（追加）  

（追加）  

営利目的による
権利管理情報
の改変など 

親告罪 

営利を目的とし
て、国外頒布目
的商業用レコー
ドを情を知って
輸入し、国内に
おいて頒布し、
頒布目的で所
持し、著作権な
どを侵害する行
為とみなされる
行為 

親告罪 

 
 

初級過去問題 

第４１回 ｐ．２０９ 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
２１年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
１９年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

上級過去問題 

第４１回 ｐ．２２１ 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
２１年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
１９年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

上級過去問題 

問題３１ ｐ．２３２ 

問題３１ 次の文章の空欄にあてはまる語句の組
み合わせとして、正しいものはどれか。 
 
学校の教師が授業で使用するために公表され

た著作物の一部を複製のみする場合、その旨を
著作者に通知する（  Ａ  ）、補償金を著作権
者に支払う（  Ｂ  ）。公表された著作物を試験
問題として利用する場合、その旨を著作者に通知
する（   Ｃ   ）、補償金を著作権者に支払う
（  Ｄ  ）。 

問題３１ 次の文章の空欄にあてはまる語句の組
み合わせとして、正しいものはどれか。 
 
学校の教師が授業で使用するために公表され

た著作物の一部を複製する場合、その旨を著作
者に通知する（  Ａ  ）、補償金を著作権者に
支払う（  Ｂ  ）。公表された著作物を試験問題
として利用する場合、その旨を著作者に通知する
（   Ｃ   ） 、補償金を著作権者に支払う
（  Ｄ  ）。 

初級過去問題 

正答・解説 

第４１回 ｐ．２３７ 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
２１年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
１９年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 



 - 7 - 

該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

初級過去問題 

正答・解説 

問題１４ ｐ．２４６ 

ア 個人的な使用であっても、著作権を侵害する
自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信
であつて、国内で行われたとしたならば著作権
の侵害となるべきものを含む。）を受信して行う
デジタル方式の録音又は録画（以下この号及
び次項において「特定侵害録音録画」という。）
を、特定侵害録音録画であることを知りながら
行う場合は、私的使用のための複製には該当
しない（３０条１項３号）が、動画をストリーミング
形式により視聴する場合には、あてはまらず、
複製権の侵害にならない。 

ア 個人的な使用であっても、著作権を侵害する
自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の
録音又は録画を、その事実を知りながら行う場
合は、私的使用のための複製には該当しない
（３０条１項３号）が、動画をストリーミング形式に
より視聴する場合には、あてはまらず、複製権
の侵害にならない。 

初級過去問題 

正答・解説 

問題１５ ｐ．２４７ 

ア 学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、その必要と認められる限度において、公
表された著作物を複製し、若しくは公衆送信
（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能
化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することが
できる（３５条１項）。したがって、営利を目的とし
て設置されているものは対象から除かれている
ため、企業が運営する英会話教室の授業に使
用するための複製は、著作権者の許諾なく複
製すると、複製権の侵害になる。 

ア 学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における使用に供することを目的とする場合
には、必要と認められる限度において、公表さ
れた著作物を複製することができる（３５条１
項）。したがって、営利を目的として設置されて
いるものは対象から除かれているため、企業が
運営する英会話教室の授業に使用するための
複製は、著作権者の許諾なく複製すると、複製
権の侵害になる。 

上級過去問題 

正答・解説 

第４１回 ｐ．２５５ 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
２１年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

本書の問題収録にあたりましては、原則として２０
１９年１月１日現在の法令に対応すべく、問題文、
解答及び解説を改変して掲載しております。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題１６ ｐ．２６６ 

ウ 技術的保護手段の回避（第２条第１項第２０号
に規定する信号の除去若しくは改変その他の
当該信号の効果を妨げる行為（記録又は送信
の方式の変換に伴う技術的な制約によるものを
除く。）を行うこと又は同号に規定する特定の変
換を必要とするよう変換された著作物、実演、
レコード若しくは放送若しくは有線放送に係る
音若しくは影像の復元を行うことにより、当該技
術的保護手段によつて防止される行為を可能
とし、又は当該技術的保護手段によつて抑止さ
れる行為の結果に障害を生じないようにするこ
と（著作権等を有する者の意思に基づいて行
われるものを除く。）をいう。第１１３条第７項並
びに第１２０条の２第１号及び第２号において同
じ。）により可能となり、又はその結果に障害が
生じないようになつた複製を、その事実を知り
ながら行う場合は、私的使用のための複製にあ
たらない（３０条１項２号）。たとえ家庭内での使
用のためであっても、コピーガード（技術的保
護手段）を回避して行うコピーは、複製権の侵
害となる。 

ウ 技術的保護手段の回避（第２条第１項第２０号
に規定する信号の除去若しくは改変（記録又
は送信の方式の変換に伴う技術的な制約によ
る除去又は改変を除く。）を行うこと又は同号に
規定する特定の変換を必要とするよう変換され
た著作物、実演、レコード若しくは放送若しくは
有線放送に係る音若しくは影像の復元（著作
権等を有する者の意思に基づいて行われるも
のを除く。）を行うことにより、当該技術的保護
手段によつて防止される行為を可能とし、又は
当該技術的保護手段によつて抑止される行為
の結果に障害を生じないようにすることをいう。
第１２０条の２第１号及び第２号において同じ。）
により可能となり、又はその結果に障害が生じ
ないようになつた複製を、その事実を知りながら
行う場合は、私的使用のための複製にあたらな
い（３０条１項２号）。たとえ家庭内での使用のた
めであっても、コピーガード（技術的保護手段）
を回避して行うコピーは、複製権の侵害となる。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題１７ ｐ．２６７ 

エ 引用にあたり、無許諾で翻案することは認め
られない。ただし、第３２条により著作物を利用
することができる場合には、当該著作物を翻訳
して利用することはできる（４７条の６第１項２
号）。 

エ 引用にあたり、無許諾で翻案することは認め
られない。ただし、第３２条により著作物を利用
することができる場合には、当該著作物を翻訳
して利用することはできる（４７条の６第１項３
号）。 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版）内容 

上級過去問題 

正答・解説 

問題１８ ｐ．２６７ 

エ 小学校の学芸会で児童が公表された楽曲を
合唱したり、演奏したりすることは第３８条１項の
制限規定により許諾なく行えるが、編曲につい
ては著作権者の許諾が必要である。 

エ 小学校の学芸会で児童が公表された楽曲を
合唱したり、演奏したりすることは第４３条１項の
制限規定により許諾なく行えるが、編曲につい
ては著作権者の許諾が必要である。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題３１ ｐ．２７６ 

Ａ、Ｂ 学校その他の教育機関（営利を目的とし
て設置されているものを除く。）において教育を担
任する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合に
は、その必要と認められる限度において、公表さ
れた著作物を複製し、若しくは公衆送信（自動公
衆送信の場合にあつては、送信可能化を含む。
以下この条において同じ。）を行い、又は公表さ
れた著作物であつて公衆送信されるものを受信
装置を用いて公に伝達することができる（３５条１
項）。その際、複製のみであれば、その旨を著作
者に通知する必要はなく、補償金を著作権者に
支払う必要もない。 

Ａ、Ｂ 学校その他の教育機関（営利を目的とし
て設置されているものを除く。）において教育を担
任する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における使用に供することを目的とする場合に
は、必要と認められる限度において、公表された
著作物を複製することができる（３５条）。その際、
その旨を著作者に通知する必要はなく、補償金を
著作権者に支払う必要もない。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題３２ ｐ．２７６ 

Ｄ 学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任
する者及び授業を受ける者は、その授業の過
程における利用に供することを目的とする場合
には、その必要と認められる限度において、公
表された著作物を複製し、若しくは公衆送信
（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能
化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することが
できる（３５条１項）。この規定は、実演、レコー
ド、放送又は有線放送の利用について準用さ
れる（１０２条１項）。 

Ｄ 学校その他の教育機関において、教育を担
任する者及び授業を受ける者は、その授業の
過程における使用を目的とする場合には、必
要と認められる限度において公表された著作
物を複製することができる（３５条前段）。この規
定は、実演、レコード、放送又は有線放送の利
用について準用される（１０２条１項）。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題３６ ｐ．２７９ 

４ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条１１項）。公
表権、氏名表示権、同一性保持権を侵害しなく
ても、著作者人格権の侵害となる場合がある。 

４ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条７項）。公表
権、氏名表示権、同一性保持権を侵害しなくて
も、著作者人格権の侵害となる場合がある。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題３７ ｐ．２８０ 

学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任す
る者及び授業を受ける者は、その授業の過程に
おける利用に供することを目的とする場合には、
その必要と認められる限度において、公表された
著作物を複製し、若しくは公衆送信（自動公衆送
信の場合にあつては、送信可能化を含む。以下
この条において同じ。）を行い、又は公表された
著作物であつて公衆送信されるものを受信装置
を用いて公に伝達することができる。ただし、当該
著作物の種類及び用途並びに当該複製の部数
及び当該複製、公衆送信又は伝達の態様に照ら
し著作権者の利益を不当に害することとなる場合
は、この限りでない（３５条１項）。 

学校その他の教育機関（営利を目的として設
置されているものを除く。）において教育を担任す
る者及び授業を受ける者は、その授業の過程に
おける使用に供することを目的とする場合には、
必要と認められる限度において、公表された著作
物を複製することができる。ただし、当該著作物の
種類及び用途並びにその複製の部数及び態様
に照らし著作権者の利益を不当に害することとな
る場合は、この限りでない（３５条１項）。 

上級過去問題 

正答・解説 

問題４０ ｐ．２８２ 

４ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条１１項）。本
肢のような行為は、著作者の名誉・声望を害す
る行為であり、著作者人格権の侵害とみなされ
る。 

４ 著作者の名誉又は声望を害する方法によりそ
の著作物を利用する行為は、その著作者人格
権を侵害する行為とみなす（１１３条７項）。本肢
のような行為は、著作者の名誉・声望を害する
行為であり、著作者人格権の侵害とみなされ
る。 

 
以上 


